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６月６日から16日までの11日間の会期日程で開催されました。
提出された議案は審議の結果、全て原案のとおり可決されました。
また、15人の議員が一般質問を行いました。

②新型コロナウイルス感染症対策地方創生臨時交付金事業

議会活性化調査特別委員会を設置！

その他の補正予算

　物価高騰における子育て世代の負担軽減
を図るため学校給食費を３ヶ月分免除しま
す。（R5.12月～R6.2月分）

　令和５年５月末時点での待機児童数は
５６名。待機児童解消に向け、放課後児童
クラブ（学童クラブ）２施設を新設します。

　熱中症対策のため小学校、中学校プール
に日よけ設置工事を行います。

　町民の利用する自治会、学校施設、文化
センター、中央公民館、陸上競技場、宮平
保育所及び児童館、ちむぐくる館、各公園
の物価高騰分に活用します。

　各自治会の備品購入への助成金で、今年
度対象の自治会は本部、山川、津嘉山、第
一団地、第二団地、兼本ハイツ、北丘ハイ
ツの７地区です。

　平成25年12月に制定した「議会基本条例」の検証
と、人口増加やDX・デジタル化社会など、日々変化
する地方自治の環境へしっかりと対応できるよう“議
会活性化調査特別委員会”を設置し調査、研究します。

玉城  陽平
西銘  多紀子
浦崎  みゆき　知念  富信　照屋  仁士
新垣  善之　　石垣  大志　 大城  勇太

①学校給食支援事業 
　事業費　５4０９万円

放課後児童クラブ新設 
事業費　24００万円

小・中学校プール日よけ設置 
事業費　３０９６万円

②エネルギー高騰支援事業 
　自治会等含む8事業

コミュニティー事業助成金 
事業費　2５１万円
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意 見 書全会一致で可決！

全会一致で採択！

●  「現物給付」への国のペナルティを直ちに全廃し18歳までこども医療費無料制度実現などこ
ども医療費無料制度の改善を求める陳情書（意見書提出）

●  「30人以下学級早期完全実現」のための意見書採択を求める陳情（意見書提出）

●  「義務教育費国庫負担堅持及び２分の１復元」のための意見書採択を求める陳情（意見書提出）

●  「現物給付」への国のペナルティを直ちに全廃することと18歳までこども医療費無料制度
早期実現などこども医療費無料制度の改善を求める意見書

１.　 こどもの医療費助成制度を現物給付にした市町村への国民健康保険への国庫補助の削減は少子化
対策にも逆行するものであり、直ちに条件を付けず全廃すること。

２.　18歳までの医療費無料化を国の制度として実現すること。
３.　（県は市町村と協力して、18歳までの医療費無料制度をより早期に実現すること。）

※（　）は県への要請

●  「30人以下学級の早期・完全実現」のための意見書
一、   閣議決定された政府『骨太方針2021』で検討することを言及した、中学校全学年までの「35人以下

学級」を推進すること。
一、   さらに「30人以下学級」の早期・完全実現を国の責任で行うこと。特に、教職員定数の大幅な改善

など人的措置・財政的な措置を行うこと。（国に要請すること）
一、   （県独自にも「30人以下学級」が実現できるよう、枠の拡大や下限条件「25名以上」の引き下げに努

力すること。）
一、   （「30人以下学級」に伴う教室増等の条件整備を市町村と連携して早急に、かつ計画的に行うこと。）
一、   （増員される教職員は臨時採用ではなく、正規の教職員をあてるようにすること。）

※（　）は県への要請

●  「義務教育費国庫負担拡充」及び教育条件整備のための意見書
一、   教育の機会均等とその水準の維持向上を図るため、その根幹となる義務教育費国庫負担制度を堅

持し、早急に国の負担を（２分の１以上に）拡充すること。
一、   教職員定数改善を速やかに実施するとともに、学校現場に必要な教職員を確保し、スクールカウ

ンセラーやスクールソーシャルワーカー等の専門職の配置を正規職として拡充できるようにする
こと。

一、   意欲と情熱を持って教育に取り組む優れた教員を確保するため、人材確保法を堅持し、勤務実態
を踏まえた教員の処遇改善に努めること。

一、   教育関係予算を増額し、充実させること。

●  南斎場の火葬炉増設についての意見書
一、   南斎場の火葬炉の２炉増設について早急に取り組むこと。
一、   増炉までの町民への負担軽減を図る施策の実施。
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提出先 国

提出先 南部広域市町村圏事務組合
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